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報道関係者 各位 

 

千葉県最低賃金の３１円の引上げを答申 
 

 千葉地方最低賃金審議会（会長：大澤克之助）は、千葉労働局長（局長：江原由明）

に対し、千葉県最低賃金を３１円引き上げ、時間額９８４円に改正するのが適当であ

るとの答申を行いました。 

 

１ 本年７月１２日、千葉労働局長から千葉地方最低賃金審議会に対して諮問を行っ

た千葉県最低賃金（地域別最低賃金）の改正について、同審議会は審議の結果、本

日（８月５日）、現行の最低賃金の時間額９５３円を３１円引き上げ（引上げ率３．

２５％）て、９８４円に改正することが適当である旨の答申を行いました。   

 

２ この「３１円」の引上げ金額は、中央最低賃金審議会の「令和４年度地域別最低

賃金額改定の目安について（答申）」において示された目安どおりの金額です。 

 

３ 今後は、この答申を受け、異議申出の公示等の諸手続を経て、千葉県最低賃金額

が決定されることになります。 

改正額の効力発生日は、現時点では令和４年１０月１日が見込まれます。 

   

４ 厚生労働省では、最低賃金引上げに向けた環境整備に係る中小企業・小規模事業

者支援として、「業務改善助成金」の活用を推進しています。 

〇 業務改善助成金（別添１リーフレット参照） 

事業場内最低賃金(事業場内で最も低い賃金－千葉県最低賃金から３０円以 

  内－)を３０円以上引き上げ、設備投資等を行った事業主に対して、最大６００ 

万円（９０円コースの場合）の助成金が支給されます。 
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  →千葉労働局雇用環境・均等室（電話０４３－３０６－１８６０） 

助成金の申請を検討される事業主の方で、最低賃金近辺の賃金を引き上げる場

合は、現在の最低賃金が引き上げられる前に申請する必要があります。 

 

５ 「千葉働き方改革推進支援センター」（別添２リーフレット参照） 

千葉労働局委託事業として、様々な経営・労務管理に関する課題に対して、ワン・

ストップで無料相談ができる「千葉働き方改革推進支援センター」（電話０１２０－１

７４－８６４）を設置しています。同センターでは、最低賃金の引上げで影響を受ける

中小企業への支援として、生産性向上に向けた取組や、上記助成金を含めた申請の

相談等を行っています。 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

＜参考１：最低賃金について＞ 

○ 千葉県最低賃金について 

  地域別最低賃金である千葉県最低賃金は、産業、職種、常用・臨時・パート等の属性、

年齢等にかかわりなく、千葉県内の事業場で働くすべての労働者とその使用者に適用され

ます。千葉県最低賃金額以上の賃金を支払わない使用者は、最低賃金法第４条違反として

罰則（５０万円以下の罰金）の対象となります。 

派遣中の労働者については、派遣先の事業場に適用される最低賃金が適用されます。 

 

〇 特定最低賃金について 

  特定最低賃金は、地域別最低賃金とは別に、関係労使の申出に基づき最低賃金審

議会の調査審議を経て、同審議会が地域別最低賃金よりも金額水準の高い最低賃金

を定めることが必要であると認めた業種に設定されます。 

  千葉県においては、現在、７つの業種について設定がなされていますが、千葉県

最低賃金額よりも高いものは、「鉄鋼業」と「電子部品・デバイス・電子回路、電

気機械器具、情報通信機械器具製造業」の２業種となっております。 

 

 

○ 最低賃金に算入されない賃金 

 ① 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 ② 臨時に支払われる賃金（結婚手当など） 

 ③ １か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など） 

 ④ 時間外労働、休日労働及び深夜労働の手当 

 

＜参考２：最近５年間の千葉県最低賃金の改正状況＞ 

 
平成２９年度 

平成３０年

度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

最低時間額 ８６８円 ８９５円 ９２３円 ９２５円 ９５３円 

引上げ額 ２６円 ２７円 ２８円   ２円 ２８円 

対前年度引上げ率 ３.０９% ３.１１% ３.１３% ０.２２％ ３.０３％ 

 



（※２）ここでいう「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び
率が一定水準を超えている場合等に、加算して支給されます。

令和４年度 業務改善助成金
（通常コース）のご案内 （千葉版）

○ 助成金受給の流れや申請先等については裏面をご覧ください。

（※1）

（※2）

（※1）

コース区分
引上

げ額

引き上げる

労働者数

助成

上限額
助成対象事業場 助成率

30円コース
30円
以上

１人 ３０万円

以下の２つの要件を
満たす事業場

・事業場内最低賃金と
千葉県最低賃金の
差額が30円以内

・事業場規模100人以下

３／４（75％）

生産性要件を
満たした場合は
４／５（80％）

２～３人 ５０万円

４～６人 ７０万円

７人以上 １００万円

10人以上 １２０万円

45円コース
45円
以上

１人 ４５万円

２～３人 ７０万円

４～６人 １００万円

７人以上 １５０万円

10人以上 １８０万円

60円コース
60円
以上

１人 ６０万円

２～３人 ９０万円

４～６人 １５０万円

７人以上 ２３０万円

10人以上 ３００万円

90円コース
90円
以上

１人 ９０万円

２～３人 １５０万円

４～６人 ２７０万円

７人以上 ４５０万円

10人以上 ６００万円

（※２）

（※１）10人以上の上限額区分は、売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近３ヶ月間の月平均値が前年又は前々年
の同じ月に比べて、30％以上減少している事業者の事業場が対象となります。

（※1）

（※1）

（※1）

（※1）

『業務改善助成金（通常コース）』は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い

賃金（事業場内最低賃金）」の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、

設備投資（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）

などを行った場合に、その費用の一部を助成します。

助成金の
概要

業務改善助成金 検索詳しくはHPをご覧ください！

※申請期限：令和５年１月31日
概 要

賃金引上げ 設備投資等に要した
費用の一部を助成

設備投資等 厚生労働省HP

wakaitmk
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厚生労働省・千葉労働局

（R４.6.１ 千葉労働局労働基準部賃金室 作成）

ご留意頂きたい事項

◆ 千葉労働局 雇用環境・均等室 企画部門

〒260－8612 千葉市中央区中央4－11－1 千葉第二地方合同庁舎

電話番号 043-306-1860 （受付時間 平日8:30～17:15）

申請先

お問い合わせ先

交付申請書・事業実施計画などを、
千葉労働局に提出

審
査

交付決定後、
提出した計画に
沿って事業実施

千葉労働局に
事業実施結果

を報告
支給

助成金支給までの流れ

審
査

◆ 過年度に業務改善助成金を活用した事業場も、助成対象となります。

◆ 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

◆ 事業完了の期限は令和５年３月３１日です。

働き方改革推進支援資金

◆ 日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引上げに取り組む者に対して、設備資金や

運転資金の融資を行っています。

詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金融公庫の窓口にお問い合わせください。

【担当部署】各都道府県日本政策金融公庫

◆ 「業務改善助成金コールセンター」まで、お気軽にお問い合わせください。

電話番号 0120-366-440 （受付時間 平日8:30～17:15）

千葉県最低賃金の改正

に合わせて活用することができます。

令和４年度の千葉県最低賃金及び特定最低賃金の改正金額及び改正日は現時

点では未定ですが、改正されれば、必ず同最低賃金額以上となるよう賃金を引き上げ

なければなりません。中小企業・小規模事業者で生産性向上のための設備投資等を

行う意向がある場合には、千葉県最低賃金等の改正に合わせて事業場内最低賃金

を引き上げることにより、設備投資等に要した費用の一部について助成を受けることがで

きます（この場合、千葉県最低賃金等の改正日までに、申請した後、賃金を引き上

げている必要があります。なお、助成は事業場単位です）。
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